
 
 

 

 

 

 

 

 

日本年金機構の第１期中期目標期間の 

業務実績の評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 1 - 

１．評価の視点 

日本年金機構（以下「機構」という。）は、日本年金機構法（平成１９年

法律第１０９号。以下「機構法」という。）に定める業務運営の基本理念に

従い、厚生労働大臣と密接な連携を図りながら、政府が管掌する厚生年金保

険事業及び国民年金事業（以下「政府管掌年金事業」という。）に関し、厚

生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）及び国民年金法（昭和３４年法

律第１４１号）の規定に基づく業務等を行うことにより、政府管掌年金事業

の適正な運営並びに厚生年金保険制度及び国民年金制度に対する国民の信頼

の確保を図り、もって国民生活の安定に寄与することを目的として、平成

２２年１月１日に新たに設立した公法人である。 
機構においては、平成２２年１月に厚生労働省が定めた中期目標に基づき

機構が策定した中期計画（平成２２年１月１日から平成２６年３月３１日ま

での４年３か月間）及び各年度の年度計画に基づいて業務を行うこととされ

ている。厚生労働大臣は、機構法第３７条の規定に基づき、機構の中期目標

の達成状況について、評価を行わなければならないとされており、今回、第

１期中期目標期間（平成２２年１月１日から平成２６年３月３１日までの４

年３か月間）の中期目標の達成状況についての評価を行う。 
機構は、社会保険庁が様々な問題を起こし国民の不信を招いたという反省

の上に立ち、 
・ 機構になって生まれ変わった、サービスが良くなったと国民から評価さ

れる組織となること、 
・ 年金記録問題への対応に全力を挙げること、 
・ 国民目線に立った不断の改善を行い、その結果を積極的に公表し、透明

性の高い業務運営に取り組むこと、 
・ 厚生労働省と緊密な意思疎通を図り、共同して業務に取り組むこと、 
・ 公的年金の制度設計に関して、業務運営を担う立場として、その改善点

等について、厚生労働省に対し積極的に提案を行うこと、 
などが求められている。 
今回の評価に際しては、このような機構に求められている使命を踏まえつ

つ、「日本年金機構の第１期中期目標期間の業務実績に関する評価の基準」

に基づき、中期目標に基づいて策定された中期計画に定める事項が適切に実

施されたか、その達成状況について評価を行った。 
 

２．第１期中期目標期間に係る業務実績全般の評価 
○ 年金記録問題への対応について、機構は、「ねんきん特別便」等による確

認作業については、「記録問題工程表」の目標を概ね達成し、計画的に進め

た。５，０９５万件の未統合記録については、様々な取組により     

３，０１２万件が解明されたが、２，０８３万件の未解明記録が残ってお

り、これについて、国民からの申出を待つという姿勢に止まることなく、

引き続き解明に向け積極的に取り組まれたい。 
  紙台帳等とコンピュータ記録の突合せ作業については、計画どおり平成

２５年度中に終了することができたが、その一方において、年金の記録訂
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正に伴う再裁定の処理件数が増加し、平成２５年末より平均処理期間が伸

びる傾向にあることから、未処理分の解消に向け、重点的に取り組まれた

い。 
  「ねんきん定期便」において、全ての被保険者へ年金加入記録に関する

情報提供の実施や「ねんきんネット」における未統合記録の解明に資する

機能の拡充など、情報提供の充実に努めたことは評価できる。今後、「年金

の日」が新設された趣旨も踏まえ、一層の充実に取り組まれたい。 
  なお、「社会保障審議会 日本年金機構評価部会 年金記録問題に関する特

別委員会報告書」で指摘されている紙台帳検索システムだけではオンライ

ン記録との突合せができない記録の存在についても、可能な限りの説明が

できるよう、対応されたい。 
  また、基礎年金番号の整備のうち、重複付番の解消作業は概ね評価に値

するが、住民票コードの収録等による受給待機者の実態把握も含め、重複

付番以外の分野についての対応は、なお十分とは言えない。社会保障・税

番号制度の実施を前に、正確性の確保に努められたい。 
○ 国民年金の適用については、機構は、住民基本台帳ネットワークシステ

ムの活用により、２０歳到達者全員、３４歳及び４４歳到達者のうち基礎

年金番号が付番されていない方、及び資格喪失後に一定期間資格取得され

ていない方について加入勧奨を行った。 
第３号被保険者記録不整合問題については、不整合期間を受給資格期間

（カラ期間）とすることができる特定期間該当届に係る制度及び手続きに

ついて周知を行い、３号不整合期間を有する方を対象に種別変更等の届出

勧奨の実施、納付書の送付や後納制度を活用した納付勧奨を実施するなど、

計画に基づく取組を実施した。今後は法改正の趣旨を踏まえ、特定期間該

当届の未提出者への周知などに、万全の対応策を実施されたい。 
国民年金の納付率の向上については、所得や年齢、未納期間など未納者

の属性に応じた収納対策、懇切丁寧な説明による国民からの理解の回復、

市場化テスト事業における受託事業者との協力・連携の強化を図り、強制

徴収については最終催告状の送付から２年以内の完結を目指した取組を進

め、最終催告状送付件数、督促状送付件数及び差押執行件数の全てが中期

目標期間中を通じ毎年度増加したことは評価できる。これらの取組の結果、

現年度分保険料の納付率については、平成２４年度に低下傾向に歯止めが

かかり、平成２５年度において平成２１年度の納付実績を上回る６０．９％

となり、２年連続での上昇となった。 
また、最終納付率については、中期目標期間中を通じ、平成２３年度及

び２４年度は５ポイント以上、平成２５年度は６ポイントを超える伸び幅

を確保し、６年ぶりに上昇に転じた。 
○ 厚生年金保険等の適用・徴収については、機構は、４年に１回全ての適

用事業所に事業所調査を実施することを基本とする方針を策定し、事業所

調査件数を増加させ、適用漏れの是正に努めるとともに、厚生年金保険等

の適用について、関係機関との連携や法務省の法人登記簿情報を活用し、

適用調査対象事業所の把握に努め、重点加入指導の取組件数を増加させ、
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平成２５年度に適用した事業所数が平成１８年度実績を上回ったことは評

価できる。 
  なお、適用調査対象事業所の把握や適用事業所における未適用者の把握

を進め、これを適用に結び付けていくため、一層の改善努力が必要である。 
また、厚生年金適用事業所の法人単位の把握については、社会保障・税

番号制度や短時間労働者に対する厚生年金保険・健康保険の適用拡大との

関連を踏まえつつ、的確な実施に努められたい。 
徴収対策については、新規適用事業所に対する口座振替の推進を行うな

ど、毎年度において前年度実績を上回り、また、毎年度、行動計画を策定

し、滞納事業所に対する速やかな納付督励及び滞納処分の迅速かつ確実な

実施に努めた結果、滞納事業所数に対する差押事業所数の割合も伸びてお

り、滞納事業所数の減少に繋がっているものと考える。 
○ 給付事務については、機構は、毎年度のサービススタンダードの達成率

について、中期目標期間前半は最終年度の目標を大きく下回るものが多か

ったが、改善のための取組を進め、中期目標期間後半に大幅に改善された

ことにより、遺族基礎年金を除き、最終年度の目標を達成することができ

た。今後は、遺族基礎年金も含めて、進捗管理を徹底し、引き続き年金裁

定業務の迅速化に取り組まれたい。 
また、年金給付の事務処理誤りについては、研修や現場との意見交換の

実施等の取組を行っているものの、時効特例給付の事務処理の不統一や、

多数の事務処理遅延が発生したことは極めて遺憾である。事務処理誤り等

の原因を徹底的に究明した上で、再発防止に取り組まれたい。 
なお、国民年金保険料（付加保険料を含む）の納付の機会を逸した場合

等（付加保険料の納付について辞退の申出をしたものとみなされた場合を

含む）については、単なる事務処理誤りではなく、制度上予定された事務

処理が複雑であり、旧社会保険庁時代から長年事務処理の統一が図られな

かったために生じたものであるが、今般成立した「政府管掌年金事業等の

運営の改善のための国民年金法等の一部を改正する法律」により、事務処

理誤り等の事由に係る特例保険料及び特例付加保険料の納付等を可能とす

る制度が創設されたところであり、法改正の趣旨を踏まえ、その施行に万

全を期されたい。 
また、時効特例給付業務の事務処理の不統一を契機として、厚生労働省

監察本部の検証結果を踏まえ、厚生労働省としても、機構からの疑義照会

等に適切に対応するものである。 
○ 年金相談については、機構は、年金事務所の規模や相談内容の難易度に

応じて、相談スキルを持った正規職員で対応する相談体制を段階的に整備

した。その取組について配置実績の向上が見られ、正規職員で対応する体

制を構築したことは評価できる。また、中期計画に掲げた各種取組の結果、

平成２５年度の平均待ち時間が１時間以上となった年金事務所数及び３０

分以上１時間未満となっている年金事務所数は減少しており、ほとんどの

年金事務所における平均待ち時間が３０分以内となったことは評価できる。

引き続き、相談の質の向上を図りながら改善を図られたい。 
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また、「ねんきんダイヤル」の応答率について、各種通知の発出時期等の

要因により、応答率が低下した時期があったものの、繁忙期に応じたオペ

レーター席の増設、Ｑ＆Ａ作成によるオペレーターのスキル形成の取組等

を通じて、平成２４年度は７８．７％に改善し、中期計画の最終年度にお

ける目標応答率（７０％以上）を１年前倒しで達成するとともに、平成  

２５年度はさらに応答率が上がった（８４．９％）ことは評価できる。引

き続き、応答率の向上に努められたい。 
  分かりやすい情報提供の推進については、年金セミナー等を増加させる

とともに、年金啓発資料について、一定の目的別・対象別に作成しようと

する意図は評価できるが、その資料のわかりやすさ、ＨＰでのアクセスの

容易さ、配布先等については、さらなる改善を図られたい。 
○ お客様の声を反映させる取組については、機構は、お客様目線でのサー

ビス向上の取組として、「お客様向け文書モニター会議」、「年金事務所お客

様サービスモニター会議」の開催、「サービス・業務改善のための職員提案

制度」の実施など、中期計画に定められた各種取組を実施し、サービス改

善に努めたこと、また、当初の中期計画に定めた予定よりは遅れたものの

平成２５年９月には「お客様対応業務システム」を稼働させ、情報共有、

集計業務の効率化を図ったことは評価できる。 
お客様満足度アンケートにおける全体満足度の向上などは、一定の評価

に値するが、お客様の声や現場職員の提案をよりサービス向上につなげる

取組が十分進んでいるとは言い難く、構築した「お客様対応業務システム」

の実質的活用を図りつつ、今後さらに、サービス改善に取り組むとともに、

窓口対応等の接遇スキルの向上を図り、お客様サービスの向上に努められ

たい。 
○ 電子申請の推進については、機構の重点１６手続に係る電子申請利用率

は年々向上し、平成２５年度の利用率は、平成２２年度の利用率と比べて

約５ポイント増加したが、平成２３年８月３日に策定された「新たなオン

ライン利用に関する計画」に定める平成２５年度の目標値を下回っている。

電子申請の利便性や利用率の向上に向けて分析を強化するなど、機構と厚

生労働省とで連携して取り組むこととするので、政府が策定するオンライ

ン利用に関する計画等に基づき、取組の促進を図られたい。 
○ 業務運営の効率化については、機構は、職員提案制度やサービス・業務

改善コンテストにより職員の声を収集し、「年金相談事跡管理システム」や

「年金事務所施設の点字シールの設置」などの事務処理標準化を進めてい

るが、職員提案制度の投稿数・採用数、及びサービス・業務改善コンテス

トの応募数・全国展開数ともに減少傾向にあることから、こうした職員の

声を収集する取組に一層努められたい。また、「業務改善工程表」及び「シ

ステム再構築工程表」に基づき、各種取組を実施するとともに、「事務処理

誤り総合再発防止策」に基づき事務処理マニュアルの改訂及び職員への周

知を行い、事務処理誤りの未然・再発防止に努めているが、今後さらに、

情報共有化を図り、その要因分析を十分に行い、再発防止に努められたい。 
○ 運営経費の抑制については、機構は、中期目標期間の最終事業年度にお
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いて、一般管理費及び業務経費それぞれの削減目標を達成した。また、外

部委託の推進において、委託業者からの定期的な報告や、立入検査の実施

等に加えて、外部委託業者とサービス品質に関する合意を締結するなど、

特に「委託先における業務内容の適正な管理・監視」に注力して推進を図

っていると認められる。今後は、効率化について、中期的視点に立って戦

略的に取り組む姿勢を経営陣として持つことが求められる。 
○ 社会保険オンラインシステムの見直しについては、基本設計補完工程を

完了させた。記録管理システムの先行開発状況は理解できるものの、年金

給付システムと喫緊の必要性に迫られているバックアップシステムについ

ても並行して取組を進められたい。システム開発・管理・運用の一連の事

務については、システムを用いる機構が一貫して責任を果たせるよう、引

き続き努力を重ねるべきである。 
○ 競争入札件数の占める割合及び調達計画額の削減について目標を達成し

た。 
○ 内部統制システムについては、組織風土改革について、「組織風土改革実

践プロジェクトチーム」を設置し、組織内の風通しのよい組織作りや、役

職員の意識改革のための各種研修、コンプライアンス意識調査、リスクア

セスメント調査などの取組を行ってきた。また監査体制についても、第１

期中期計画期間の後半段階に至って、ようやく実質的な整備が図られた。

しかし、コンプライアンスの確保を図る上で組織の根幹に関わる不祥事の

発生や、時効特例給付の業務の一部に不統一・不公平があった問題等の背

景として、組織としての風通しの悪さやガバナンス不足、そもそもの役員

及び幹部職員の危機感の欠如が指摘されるなど、問題事案が発生し、毎年

度の実績評価においてＣ評価が連続していることは極めて遺憾である。こ

れを重く受け止め、不祥事案の未然防止、事務処理誤りの再発防止に向け

て、役職員の意識の醸成への取組や組織内ルールの整備を着実に実行し、

リスク管理意識、コンプライアンス意識の組織内における浸透・定着に努

められたい。 
○ また、機構の業務運営や取組状況等について、お客様向けにわかりやす

くまとめたアニュアルレポート（年次報告書）を作成しているが、情報公

開の推進という役割を踏まえ、今後も民間事例等を参考にしつつ、さらな

る内容の充実に努められたい。 
○ 人事・人材の育成については、旧社会保険庁において指摘された、いわ

ゆる「三層構造問題」を一掃することを目的として、本部において正規職

員の採用及び幹部職員人事を一括して行っており、また、正規職員の全国

異動について、機構設立当初から比較して推進が図られてきたが、「三層構

造問題」の一掃や「内向きな組織体質」の見直しといった観点から、ブロ

ックを越えた異動についても積極的に進められたい。 
  なお、厚生労働省と機構との人事交流については、腰掛け的なものとな

らないよう、「三層構造問題」の一掃と緊密な連携の確保という「日本年金

機構の当面の業務運営に関する基本計画（平成２０年７月２９日閣議決定）」

（以下「基本計画」という。）の趣旨に基づいて、引き続き行うこととする。 
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○ 個人情報の保護については、職場内研修により、毎年、全職員が個人情

報保護研修を受講し、個人情報保護の重要性の認識を徹底させ、また、「個

人情報保護管理推進計画」を策定し、個人情報の漏えい防止に努めた。し

かし、毎年度、個人情報の漏えい等が発生しており、情報管理が徹底され

ているとは言い難いため、より厳格な管理を徹底する必要がある。 
○ 予算の執行については、一般管理費及び業務経費について、複数年契約

の実施や、業務用車両、事務処理機器の購入にあたって本部一括調達を行

うなど、コスト削減に努めながら事業運営が行われたことは評価できる。

今後も、コスト意識の醸成を図るとともに予算の計画的かつ効率的な執行

管理に努められたい。 
 
３．まとめ 

第１期中期目標期間の業務運営については、上記のとおり、記録問題工程

表に基づく各種作業の実施、国民年金の適用に係る必要な加入勧奨、収納対

策や受託事業者との協力・連携の強化、厚生年金保険等の適用調査対象事業

所の的確な把握に向けた関係機関との連携・情報活用に努めるなど、国との

連携の下に、概ね適切に行われた。また、厚生年金保険等の徴収対策につい

ては、毎年度策定した行動計画の適切な実施に努めた結果、滞納事業所に対

する差押事業所数の割合の伸びや滞納事業所数の減少に繋がっていること、

また、年金相談の平均待ち時間の短縮や、「ねんきんダイヤル」の目標応答率

が１年前倒しで達成できたこと、業務運営を担う立場として制度改正につい

ても厚生労働省に対し改善要望を提出するなど、共同して業務に取り組む姿

勢などは評価できる。 
このように、社会保険庁時代の事業運営に比べれば、機構発足以降の現業

を担う職員の努力により、各種の工程表の作成、事務処理手順の整備などの

面を軸として、ようやく事業体としての評価を行い得る状況になってきた。 
しかし、基本計画に記載されている、「幹部職員のリーダーシップの発揮」

という視点に立てば、機構側の自己評価に関する説明資料については、部分

的かつ断片的な記述がかなり見受けられ、基本計画の記述に照らせば、幹部

職員の問題意識や横断的連携という点で、まだまだ不十分と言わざるを得な

い。 
それがひいては、コンプライアンスの確保を図る上での組織の根幹に関わ

る不祥事の発生や処理の遅延を惹起したとも言える。上述の時効特例給付の

事務処理に不統一・不公平があった問題、付加保険料の納付手続きの不統一

な事務処理、複数か所で散見された大量の届書などの処理遅延などである。

引き続き、幹部職員が先頭に立って意識改革を進め、不祥事案の未然防止、

事務処理誤りの再発防止に向け、リスク管理意識、コンプライアンス意識の

浸透・定着に努められたい。 
こうした努力を通じ、公的年金制度に対する国民の信頼の確保という機構

設立の目的の実現に向け、更なる努力を重ねる必要があると考える。 
なお、第１期中期計画に沿った個別項目に関する具体的な評価については、

別添のとおりである。 
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本部、現場の役職員は、本評価結果を十分に受け止めるとともに、第２期

中期目標に基づく中期計画を改めて確認し、業務の推進を図られたい。 


